
   公益的法人等の業務に従事することを希望する職員の職務に専念す  

   る義務の特例の取扱いに関する要綱  

（目的）  

第１条 この要綱は、公益的法人等への職員の派遣等に関する条例（平成14年条

例第６号。以下「条例」という。）の施行に関し、公益的法人等からの応援要

請に応じ、公益的法人等の業務に従事することを希望する職員の職務に専念す

る義務の特例の取扱いについて規定することを目的とする。 

（定義）  

第２条 この要綱で「公益的法人等」とは、条例第２条第１項に規定する団体を

いう。 

（応援要請） 

第３条 公益的法人等からの応援要請は、文書により行うものとする。  

（職員の業務従事）  

第４条 任命権者は、前条の応援要請を受けたときは、当該要請に係る業務につ

いて、職員を従事させることの公益性及び市の施策との関連性を十分検討し、

職員の業務従事の必要性があるか否かを判断しなければならない。 

（公益的法人等の業務への従事許可申請書兼職務専念義務免除に関する申出書） 

第５条 前条の規定により、任命権者が職員の業務従事の必要性があると判断し

た場合において、当該業務に従事することを希望する者は、公益的法人等の業

務への従事許可申請書兼職務専念義務免除に関する申出書（第１号様式）を任

命権者に提出しなければならない。  

（公益的法人等の業務への従事許可書兼職務専念義務免除に関する通知書等） 

第６条 各任命権者は、前項の申出書を受けたときは、当該職員の経歴、能力等

の当該業務に関する適性を審査して、申出を承認するか否かを決定するものと

する。  

２ 前項の承認は、公益的法人等の業務への従事許可書兼職務専念義務免除に関

する通知書（第２号様式）による。  

（職務専念義務の免除）  

第７条 公益的法人等の業務に従事する職員の職務に専念する義務については、

当該業務に従事している間に限り、職務に専念する義務の特例に関する条例

（昭和26年条例第７号）第２条第３号の規定により、免除するものとする。 

２ 前項の職務に専念する義務の免除の期間は、当該業務に従事した日から１年

を超えることができない。ただし、引続き公益的法人等からの応援要請があ

り、かつ、職員から業務従事希望があった場合には、これを１年毎更新するこ



とができるものとする。 

（その他の事項） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、公益的法人等の業務に従事することを希

望する職員の職務に専念する義務の特例の取扱いに関し必要な事項は、総務部

長が定める。  

   附 則  

 この要綱は、平成14年４月１日から施行する。  

   附 則 

 この要綱は、平成19年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成21年12月１日から施行する。 



第１号様式（第５条関係）  

         公益的法人等の業務への従事許可申請書 

         兼職務専念義務免除に関する申出書 

 

                            年   月   日  

  （あて先）任命権者  

     

                                    所属  

                  氏名  

 

 

     

 

  従事しようとする公  

  益的法人等の所在地  

         

     

 

 

  従事しようとする  

  業務の内容   

 

   

  理        由   

    

   

 

  参  考  事   項  

 

 

 

 

 

 

従事しようとする公  

益的法人等の名称  

 

 

 

 

申  請（申  出）期間  

 

 

   

 

 

 

 （事務処理欄）  



第２号様式（第６条第２項関係）  

          

         公益的法人等の業務への従事許可書 

         兼職務専念義務免除に関する通知書  

 

 

 

     

  許可（承認）を  

  与える職員  

 

  

 

  

        

  従事しようとする  

  業務の内容   

 

 

  参  考  事   項  

 

 

   上記の件、次の条件を附して承認する。      

  １   許可（承認）された業務以外の業務に従事してはならない。   

  ２   許可（承認）された業務についてその労働の対価として、いかなる  

   報酬をも受けてはならない。        

  ３   所属長において公務運営上必要があると認めたときは、速やかに公  

   務に復しなければならない。        

    

       年 月 日  

     

                横須賀市長  

 

 

 

許可（承認）期間  

 

 

 

 

従事しようとする公  

益的法人等の名称  

従事しようとする公  

益的法人等の所在地  

 

 

 

 


